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最貧国における海浜リゾート 開発

の可能性とその問題点について
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従来，発展途上国（ developing countries ）の開発をめぐる議論では，い

かlζしたら直接的に乙れらの国々を工業化できるかという点に主眼が置かれ

てきた。ハーシュマン（ A. 0. Hirschman）によれば，初期の，つまり1940

年代後半から50年代にかけて活躍した開発経済学者たちは，農村における過

少雇用を低開発経済の決定的特徴を捉え，また工業化の遅れという事実の

認識の上にたって工業化理論およびその概念を打ち立てていったり。輸入代

替工業化政策 Cimport-su bsti tu tion industrialization policy）が当時，多

くの国で採用されたが，60年代以降は世界貿易の急速な拡大に伴って，輸出

指向工業化政策（export-orientedindustrialization policy ）が説得力を増

すようlζなっていった。乙の輸出指向工業化政策は，後lζ新興工業経済地域
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( Newly Industrializing Ecoonomies ; NIES）と呼ばれるようになった香

港，シンガポーノレ，韓国，台湾などの目覚ましい発展によって，成功可能性が証

明されるに至った。しかし，とはいうものの，他の多くの発展途上国は，い

まだに低い水準の工業化しか達成していないのが実情である。

乙う したζとから最近になって，発展途上国の間では，「観光Jという別

の角度から，つまり直接的に工業化を図ろうというのではなし観光を挺子

にして経済発展を，そして間接的に工業化を推し進めたいとの願望が強まっ

てきている。事実，多くの発展途上国で，観光は雇用と投資を刺激し，土地

利用と経済構造を修正し，国際収支にプラスの貢献をなしている。発展途上

国の中でも最貧国（ least developed countries）の場合には，ほとんど乙れ

といった天然資源を持たす‘，工業化を促す上での有利な条件に乏しいので，

格別ζのような願望が強い。しかし， 観光の成長lとは， 経済，社会，文化お

よび環境面でのマイナスの影響もあり，最貧困は特にその影響を受けやすい

ので，注意深い考察が必要となる。以下では，最貧困にとって，観光開発の

~1:iでも海浜 リゾート開発がなぜ有利なのか， ま たその可能性と問題点は何か

という点を探り，併せていろいろと問題の多い今日のわが国のリゾー卜開発

について考える一助としたい。

1. 最貧困の海浜リゾート開発の可能性

1971年，国際連合は，①1人あたりの国内総生産物（grossdomestic pro-

duct; GDP）が350ドノレ未満で‘ある乙と， ②製造工業のGD Pへの寄与率が

10%未満である乙と，①成人識字率が20必以下である乙との3つの基準から，

最貧困として25カ国を指定した2）。との25カ国は後lζ，表 1のとおり31カ国

lζ追加された。ζれらの国々のうち全く海岸線を持たない内陸国は15カ国あ

り，残り20カ国が海浜を有する内陸国であるか島瞬国である（表2参照）。

と乙ろで，最貧困の国民が行う国内旅行や， 最貧困聞の旅行は，全く取るに

足らない量である。発展途上国から最貧困への観光フローが若干見られるも

のの，それは例外的事例~［すぎない。 インド国民はネパー jレの観光入込客の
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表 1

1982年 11982年度GDP 1982年度

国 名人口 GNP に占める製造工 成人識字率

（百万人） 卜1レ翻業の書lj今（%） (%) 

アフカ’ニスタン 16. 8 20 
，＜ンクe ラテ’シュ 92. 9 140 7 26 

ベ ナ ン 3. 7 310 7 28 

プ タ ン 1. 2 初

ポツワナ・ 0.8 I. 010 
フ ノレ ン "/ 4. 3 280 IO 25 
カ ー ポベルデ車 0. 3 340 

中央アフリカ共泊国 2.4 310 8 33 

チ ヤ ド 4. 6 80 4 15 

コ モ ロ ス 0. 3 320 

南イエメ ン 2. 0 470 14・ 40 

エチオ ピア 32. 9 140 II 15 

0. 6 370 15 

ギニ ア 5. 7 310 2 20 

ギ ニアピサ ォ・ 0. 5 190 25 
ノ、 イ チ 5. 2 300 54 

フ オ 〈 3. 6 80・ 43 

レ 、J ト 1. 4 510 6 52 

7 フ ウ イ 6. 5 210 25 
ぷ』二

'" シ プ 0. I 82 
.., 7. I !80 IO 

ネ Jマ N !5. 4 170 19 

ニジェー Jレ 5. 9 310 IO 

Jレ ワ ン ダ 5. 5 260 16 50 

サ モ 7 0. I 

ソ .., 7 4. 5 290 60 

ス ダ ン 20. 2 440 7 32 

タンザニ 7 19. 8 280 9 79 

ワ ガ ン ダ 13. 5 230 4 52 

オ ー トボルタ 6. 5 210 12 5 

イ 2こ メ ン 7. 5 500 7 21 

事 1981年。

出所 WorldBank, Deuel op men/ R吋or／ 〔1983and 1984), 

Table I and 3. ( Erlet Cater，凶 TheDeveloment of 
Tourism in the Least Developed Countries，” B Good-
all and G. Ashworth ed. Marketing in the Tcurism 
Industry The Promotion of Destination Regions. 

Croom Helm, 1988. p. 40 （山上徹監訳『観光・ リゾートの
マーケティ ングーーヨーロッパの地獄振興策について』白挑

瞥房. !989. 42ページ｝）

28. 17%，バングラデシュの38.43~ぢを構成しているが3），乙れは主として職

業的および家族的つながりや， あるいは宗教的巡礼によるものである。 した

がって， 最貧国は概して，北アメリカ，ヨーロッパ，オーストラリア，日本

からの観光入込客l乙大きく依存する乙とになる（表3参照） 。

乙のように最貧国の観光が先進国の旅行者に依存している以上，それが産

業として成長するかどうかの可能性を論じるに当たっては，先進国，特にヨ

ーロ ッパ諸国は，国際観光入込客全体の約70%を占めており，毎年，2億人
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近い観光客を国外lζ送り出している乙とから4），ヨーロッパの観光形態なら

びに動向を見極めておく乙とが必要となる。

表 2

国 名
国 積

内陸国 島隣国
( I. 000 i.,d) 

7 7 ガニスタン 647 × 

Jインク’ラテ’シュ 144 
ハミ ナ ン 113 
プ タ ン 47 x 

ボ ．ノ ワ ナ 600 x 

7 Jレ ン ジ 28 x 

カ ー ポベ Jレデ 4 x 

中央77リカ共干日国 623 x 

チ ヤ ド I. 284 x 

コ モ ロ ス 2. 2 x 

南イエメン 288 
エチオピ 7 I. 222 
カ’ ン ピ I 11 
ギ ー ア 246 
ギ ニ アピサオ 36 
J、 イ チ 28 x 

ラ オ ス 237 × 

レ ．ノ ト 30 〉〈

ーマ フ ウ イ 118 x 

モ Jレ ごJ プ 0. 3 x 

ーマ I. 240 》〈

ヰ
,, 

／＼〆 141 × 

ニ ジェ ー Jレ I. 267 x 

JIノ ワ ン ダ 26 x 

サ モ 7 2. 84 × 

ソ 7 7 638 
ス ダ ン 2. 506 
タンザ ニ ア 945 
ウ jj ン ダ 236 x 

オ ー トポ Jレデ 274 〉〈

イ エ メ ン 195 

出所 Geographical Digest (1983). pp. 5 -9. 

(Cater. <P. cit., p. 42 （山上． 前J昌密，.15ベージ］）

表 3
倒

LLDCs 北アメ ヨーロ オース 四者の 7 7 

観光地 リカ ツノマ
トララ 日本

合計
中南米

リカ ジアアジア
無f旨定

ソ？

ブータン 27 46 3 21 97 na na na na 3 

:?・''-1レ 12 35 3 4 54 5 34 9 

モノレジブ フ- 75 4 9 90 5 5 8 2 1 
カ’ンピア’ na 91 na na 91 na na na na 9 
ハイチ 59 na na na 59 na na na , na 41 

注 na 個別数値として入手不能。 乙のデータは足後列IC包含されている。

パーセント数値は．四俗五人のために必ずしも加算しで 100とならなし、。

出所 World Tourism Organization (1985). World Travel Tourism 1983-84. 

WTO. Madrid 

‘1981年分。 InternationalTourism Quarterly (1983b), The Cambia 
National Report 85. (Cater, <P. cit., p. 50 （山上．前借窃.51ベージ｝）
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ヨーロッパの休暇市場の量産商品は，包括旅行（ inclusive tour ）ないし

ノマッケージ・ツアーと呼ばれるものである。夏期lζは，航空移動によるホテ

ノレ・ベースの，地中海iζ 「太陽と楽しさ（ sun and fun ) J 5＞を求めたユー

ザー志向の休暇が利用されている。乙の種の観光は1960年以来，休暇観光の

成長において大きな部分を占めており， 1955年から65年にかけて，スペイン

のコスタ・デノレ・ソjレやコスタ・プランカ，イタリアのリビエラ・ディ・ポ

ネント， リビエラ・ディ・ノレヴァント，アドリア海北部沿岸のリミニ，そし

てユーゴスラヴィアのダノレマチア沿岸lζ，新リゾートが開発された。 65年以

降は，スペインのコスタ ・ドラータ，パレアレス諸島（特にマジョノレカ島〉，

ポノレトガノレのアノレガノレブ沿岸，ギリシャのコ jレフ島およびロードス島が開発

されており，最近ではモロッコ，チュニジア， トノレコでも類似の開発投資が

行われている。

乙のようなリゾート開発は地中海沿岸やその周辺地域に限らず，近年では

さらに進んでインド洋上の群島であるモノレジブや，アフリカ大陸西端に位置

するガンピアにも及び，しかもそれはきわめて成功を収めてきている。モノレ

ジブは，インド大陸の南，南北約740キロメートノレ，東西は最大約 130キロ

メートノレの範囲lζ散在している群島国で，島の数は 1,196IC及ぶが，陸地総面

積は約300平方キロメートノレにすぎず， 1982年の人口は推定で10万人的と言

われている。ガンピアは，周りをセネカソレl乙固まれ，国土全体がガ、ンビア川

流域iと帯状lζ伸びた低地帯で，面積約 11000平方キロメート JI/, 82年の人

口は約60万人である。モノレジブの観光入込客数は， 1978年では 1万7千人を

切っていたのが82年には5万2千人を超えており，他方ガンピアのそれも85

年lζは6万人以上に達していた7）。

モノレジブやガンピア以外でも，最貧国の場合はほとんどが熱帯ないし亜熱

帯地帯に位置しているので，当然に日照時間も長く，海浜国であれば，サン

ラスト・ツーリスト（ sunlust tourist ），つまり太陽に飢えたヨーロッパ人

の観光客を誘致するのに非常K有利な条件をそなえている。多くのヨーロッ

パ人観光客にとって，往復の旅費は大きな要因になるが，その点を克服でき

れば，訪問国はど乙であろうとさして問題ではなく，彼らにとって最も重要
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なのは，確実な陽光と温暖な気温，ゆったりと寝そべるための砂浜や，海水

浴lζ適した水温，清潔でしかも値段のあまり高くないホテノレやレストランが

保証されている乙とである。また，ヨーロッパ人のリゾート観は，豊かな余

暇時聞を非日常的な空間で，自己実現的lζ活用する点iとあると言われてお

り8)' 乙の意味でも最貧困の海浜リゾート開発は，ヨーロッパ人観光客を誘

致する可能性が大きいといえよう。なぜならば，最貧困の自然・環境条件は

ヨーロッパ人から見れば，いわばすべて非日常的だからである。

ヨーロッパ人のサンラスト・ニーズを充たしたのが，ツアー・オペレータ

ーと呼ばれる旅行業者であった。ツアー・オペレーターは，上述のような新

たな観光地の開拓を積極的lζ行い， 60年代のマス・ツーリズム（ masstau-

rism）の発展において主導的役割を果したので＝あるが， 80年代以降は，その

マス・ツーリズムにも変貌が表れ始めている。つまりシアー・オペレータ

ーが仕立てた，単なるホテノレ・ベースの， 夏の地中海型の休暇から，キャン

プやキャンピングカーなどを利用したホテjレ外休暇（extrahotel holiday ) , 

ウインター・スポーツ観光，アドヴェンチャー観光などの重要度が相体的に

増大してきている。しかもヨーロッパ人観光客の聞には，近年，ヨーロッパ

以外の観光市場に目を向けつつある兆候が確実に見られるのである9）。

2. 開発のための諸条件

最貧困における観光開発のための諸条件は，圏内，国際両面からの検討を

要する。先ず国内面では，提供施設やサービスの量と価格，またその組合せ

がきわめて重要である。観光はホテル，レストラン，レジャー施設といった

より明瞭な特徴に加えて，道路，発電所，上下水道，港湾，空港などの社会

的間接資本の整備・充実もきわめて必要となる。現代の観光のエネjレギー要

件は高く，エア・コン付きのホテノレや，洗練されたサービスは，観光開発の

ための必須条件となっている。乙のため，発電能力Iζ対する要件は特lζ大き

く，観光産業の急激な拡大はしばしば電力業界に大きな負担をかけている。

その結果，全面的夜間停電が頻繁に起きたり，送電制限がなされたりするが，
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ヨーロッパ人観光客にとっては，乙れはとうてい我慢できないであろう。

水の供給についても同様で，乾季には，ひどいときは干ばつになり，それ

ほどでないにでも断水が生じたりする。＊の供給設備が十分に完備したホテ

ノレ施設で観光客が海水浴の後，気ままにシャワーを浴びるのを，もし地元住

民がまのあたりに見る一方で， 1日lζバケツ l杯分の水しか与えられないと

したら， 実際にそれほどの水不足をきたす乙とが珍しくなく， 後ほど述べる

ような住民の側に大きな反感を招く乙とにもなろう。逆に雨季lζ入ると，台

風や洪水といった災害K侵されやすい。低地帯で洪水が発生すれば，その聞

は全く海浜レジャー活動は不可能になるし，食料の汚染や，コレラ，マラリ

ヤなど‘の水iζ関連した疾病の脅威も出てくる。そのような災害を克服する努

力がなされなければ，観光開発はとうてい成功にはおぼつかないだろう。

観光開発に際して生じる，圏内面での他の経済的随路は，熟練労働や経営

的専門知識の供給が限られている点である。経営・専門的雇用は，観光の場

合，比較的わずかしか創出しないが，必要な専門的熟練労働を国内で得る ζ

とができなければ，輸入労働lζ頼るしかない。そうなると，せっかく観光に

よって得た外貨も国外lζ流出してしまうし，開発のための資本不足をより一

層きたす乙とになる。

他方，国際面では，次の点が指摘できる。最貧困では，観光投資のための

資本不足が，観光開発の重大な阻止要因になっている。最貧国は輸出品の提

供が非常にわずかであるので，輸入品の代金決済ができないほど資源基準が

貧弱だという特徴を共通に見せており， 1次産品の実質価格の低落が乙れら

の国々の購買力を相当lζ低下させてきた。ほとんどの国では，開発プロジェ

クトK融資するために，貧弱な国内貯蓄を補足する外国資本源を必要として

いる。国内貯蓄と政府財政水準の低さが，観光産業への国内参入の度合を制

限している。そのため，最貧困の観光開発は，外国投資パターンの全く意の

ままになってしまうのが実情である。しかし，もし何らかの理由で，最貧困

が外国投資を全く引き付けるととがなければ，観光開発はスタートをきるこ

とができないであろう。いくつかの発展途上国においては，まさにそのよう

な投資が行なわれているが，外国所有の度合が，現地稼得利益の減少させる
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とともに，管理損の要素をもたらしている。現に発展途上国の観光に参入し

ている組織の多くは，例えば，ホテノレ・チェーン，ツアー・オペレーター，

航空会社，レンタカ一会社，食品チェーンなどの産業は，外国の所有ないし

経営である場合が非常に多いのである。

しかし観光開発の初期の段階で，大規模で局地的な開発を目論んだ，外国

から投資は需要形態， マーケテイング・チャネノレ，商品特性に関する相当

な知識と経験をもたらす。外国投資はζの段階で極度に達するだろうが，現地

企業が知識を得るにつれて，外国参加の度合も低下するはずである。開発が

進むにつれて政府の政策担当者は，社会的間接資本への投資を， 小規模企業

家や地域社会のニーズに調和させ始める乙とができるようになろう。長期を

要するかもしれないが，政策担当者の観点は，当初lζは観光客のニーズlζ集

中していたものが，どのような方法にすれは、観光は地域の発展lζ貢献できる

かという点に移っていくのである。

3. 開発の問題点

(1) 経済上の問題点

観光は外国為替を獲得する上で有利な要因だと見なされζいるが，最貧困

においては，それはかなり減殺されてしまう可能性が強い。というのは， 最

貧困は資源水準の乏しさゆえに，観光iζ必要な材料や製品を数多く輸入しな

くてはならず，大手ホテノレ・チェーンの集中的購入活動がその傾向にー屈の

拍車をかけているからである。前述したように，もし国内で必要な熟練労働

を手配できず，外国人労働者を雇用する乙とになれば，彼らによる所得の本

国送金が，資金流出をさらに増大させるだろう。例えば，ガンピアでは，観

光収入は輸出総額の58.1 %を構成するものの，海外漏出による減殺の度合

が大きく，圏内lと留保されるのは109ぢ程度だと算定されている10）。

また，観光は労働集約的な産業であるので，しばしば直接的，間接的雇用

創出能力があるとも言われている。確かにそういう面はあるが，しかし一般

的に言って，最貧困における観光雇用は低賃金で，熟練水準も低く，しかも
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季節的である。また，間接的な雇用創出があるにしても，きわめて脆い面を

持っている。例えば，ホテルやその他の観光施設の建設に関連しでかなりの

雇用を創出するが，産業基盤が弱いために，それが完了してしまった時点で

以後の雇用が全く創出されないという事態がしばしば起乙りうるのである。

さらに観光開発は，インフレ圧力を引き起乙し，消費者物価，地代，家賃

を押し上げる。社会的間接資本を改善するに当たっても，相当な資金を必

要としインフレ圧力を伴う。その改善にしても住民全体の利益になりそう

にない。というのは，それが都市に集中しがちであり，最も恩恵を受ける

のが住民よりも，むしろ外国人観光客である乙とのほうが多し、からである。

(2) 社会面への影響

観光が社会lと及ほす影響として，よく言われる点K，デモンストレーショ

ン効果（ demonstration effect ) 11 ＞がある。つまり，外国人観光客の消費

パターンを目撃し，刺激を受けた観光地の地元住民は，自分たちが手の届き

そうで、届かない豊かさに対して苛立ちをおぼえ，不安を感じるのである。結

果的iζは，観光客の乙れ見よがしの振舞が，地元住民側の憤慨を招く場合が

非常に多い。その上，彼ら住民は，自分たちの市場から自分たちが外国資本

によって閉め出しを受けており，それを新植民地主義の表れだとも考えて

いる。乙の憤慨は地元の敵意となって現れる。一方，敵意が生まれれば，

外国人観光客はその地への来訪を思い止まるだろうという，恩わぬ反作用と

なって現れるのである。

他iζもデモンストレーション効果の影響として，その地の固有の道徳的価

値観の崩壊とか，安価な労働としての女子 ・若年労働者の雇用による，伝統

的地域社会や家族的紐帯の分解がありうる。観光開発は， ζのような社会的

コンフリク卜の可能性を多分lζ内包している点を見逃しではならない 12）。

(3) 環境面への影響

最貧困の熱帯ないし亜熱帯立地は，地勢面でのしばしば大きな拘束要因と

相まって，結果的lζきわめて脆弱な，難なく破壊されてしまうような生態系
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を形作っている。乙れはいったん，破壊されると，その破壊が急速に進行す

る性質を持つ。植物相に関して言えば，最も徹底しているのは，森林の伐採

である。ホテノレやその他の施設の用地に当てるために周辺の緑地がすっかり

刈り取られたり，あるいは薪lとするために樹木が大規模に伐採されたりす

る乙とがある。最貧困では，他l乙；燃料がないために，またたとえあったと

しても費用が嵩むためK料理用や湯沸かし用lζ大量に木材が消費されてい

る。 ζれはもちろん，主として家事現象であるが， ホテノレなどで燃料不足の

ときlとは，観光産業の側からの需要も決して少なくない。乙れに関連して，

汚染の問題がある。生活廃棄物の過度の投棄による周辺汚染は，見た目が悪

く不衛生であるばかりでなく，その土地の生態系をも損なうおそれがある。

したがって海浜リゾート開発に当たっては，海洋汚染，土壌侵食，生物生息

環境の破媛，浅瀬・海岸からの貝や珊瑚の駆逐の脅威lζ注意を払わなくては

ならない13）。

と乙ろで観光と環境の問題に関しては，とかく開発か保全かという二者択

一的な捉え方をされる場合が多い。しかし，乙の両者は対立的でも，二律背

反的なものでもない。確かに観光客は，都会的な猿雑さをリゾー ト地lζ求め

るととがあるが，そういったものはいわば二次的で，どのリゾー卜地でも，

作ろうと思えば容易にできょう。リゾー卜地として真に観光客を惹き付ける

のは，素晴らしい景観であったり，マリン・レジャー楽しむための美しい砂

浜や海水，そ乙lζ棲む魚や貝など‘の小動物や珊瑚礁で、ある。そういった自然

環境を保全せずに，荒廃するにまかせたならば，観光事業そのものが存立し

えない。したがって，逆説的lζ聞乙えるかもしれないが，観光は第ーに，観

光客を誘致する魅力ある自然環境を保全する必要があり，政策担当者は，そ

の保全lζ積極的に努めなくてはならず，それがひいては観光の成長Kつなが

るのである。観光開発には，環境的制約がつきものだが，その制約を認識し

たならば，観光の望ましくない打撃的影組3から環境を守る乙とは十分に可能

なはずである。

本質的な乙とは， 観光は分離して計画が立てられるべきではないという乙

とである。部門的に他の経済組織と統合されるべきであり，地域経済政策に
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調和し，かっ全体的な社会経済政策にも適合したものでなければならない。

観光は乙れまで，そして現在も経済発展の切り札としてあまりにも過大な期

待がかけられすぎている。最貧困がよりバランスのとれた発展を期するので

あれば，観光計画の改善以上のもの，つまり「平等が一段と支配的状況下に

あるような，大修正された開発プログラムへの国家的コミットメントと，そ

してもちろん国際的コミットメン卜」川が必要である。社会的，経済的本質

ないし機構が原因で生じている歪みに対して，観光はその一つの過程として

作用しているのにすぎないのに，あまりにも多くの非難が観光に集中しすぎ

ていると言われなければならない。

おわりに

以上，最貧困の海浜リゾート開発の可能性ならびに問題点について述べて

きたが，乙の議論は一部，わが国の現在の リゾー卜開発計画についても当て

はまるだろう。

1950 （昭和25年）の 「国土総合開発法」以後，わが国は経済産業の地方分

散を中心とした地方経済の活性化を図ってきたが，それは十分な進展を見ず，

東京の一極集中は強まるばかりである。 ζのような東京の一極集中化に加え

て，国際化の進展，国民の生活ニーズの多様化と高度化など，大きな環境変

化lζ対応すべく， 87（昭和62）年6月，第四次全国総合開発計画（回全総，

1986～2000年を対象年度とする）が閣議決定され，乙れに連動して同年5月

総合保養地域整備法（リゾー ト法）が成立した。

同法は， 「ゆとりある国民生活のための利便の増進並びK当該地域および

その周辺の地域の振興を図り，もって国民の福祉の向上並びに国土及び国民

経済の均衡ある発展に寄与する ζとを目的とする」 15）とあるように，国民の

余暇ニーズに応えると同時に，地域振興を狙いとしている。また同法は，そ

の前年lζ発表された「前川レポートJの，輸出依存型から内需主導型への経

済構造の転換という提言を受けた形で成立したものでもあり，大型リゾー卜

開発を通じて内需と景気の拡大を引き起とし，乙れによって輸入を増進して
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経常収支黒字を減らしてい乙うという意図の下に打ち出された法制化といっ

てよい。乙うした政府側の思惑と地方側の村お乙し ・過疎化対策といった思

惑，さらには企業側の投資思惑とが絡んで，今や全国で空前のリゾー卜開発

ブームが巻き起乙っている。

乙乙で問題なのは，政府や企業の思惑がどうの乙うのというよりも，地域

振興策の手段として，しかもあたかもリゾート開発以外には地域発展の見込

がないかのような捉え方を，地方の側がしている点である。それはゴルフ場で

あったり，スキー場であったり，あるいはマリン・レジャーのための海浜の

開発であったりするが，そ乙では開発さえなされれば，雇用機会は確保され，

流出し続ける人口にも歯止めがかかり，地元の商店は観光客による消費で，

地方財政は観光企業の納付する税金で潤い豊かになると，すべてパラ色lζ描

かれている。しかし，そうであろうか。最貧困について述べてきた事柄の類

推から，今日のわが国各地のリゾー ト開発にも同じ乙とが言えるのではない

だろうか。つまり，そ乙での雇用は，比較的未熟連の労働で，賃金水準も低

く，しかも季節的で安定性に乏しく，観光から得られた利益は地元lζ留保さ

れる分はわずかで，大部分は観光企業の本社lζ還元されてしまうのではない

かと考えられるのである。

要は，最貧困も，日本の過疎地域も，観光開発によって直ちに経済発展を

達成しようと考えがちだが，それは危険で誤った考え方だという乙とである。

観光開発は，本来，漸進的lζなされるべきであって，投資も10年ないし15年

あるいはもっと長期にわたってなされ続けなければならない場合もあるし，

それだけ投資収益も長期を見越しておかなくてはならない。観光は経済発展

の有力な一手段となりうるが，その効果は遅効的だという点、を，われわれは

ぜひとも認識しておく必要がある。
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